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内閣府 沖縄総合事務局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

総務部 － 振興開発計画の作成及び推進、経済の振興及び社会

の開発に関する施策に関する事務 

財務部 財務出張所 振興開発計画の作成及び推進、経済の振興及び社会

の開発に関する施策に関する事務 

農林水産部 振興開発計画の作成及び推進、経済の振興及び社会

の開発に関する施策に関する事務 

平成２３年度で終了する沖縄振興計画の見直しに当たっては、

分権的視点を持って取り組む。 

  

統計・情報センター 

土地改良総合事務所 

農業水利事業所 
農林水産省の地方農政局が所掌する業務、水産庁の

漁業調整事務所が所掌する業務の一部 

［地方農政局、森林管理局及び漁業調整事務所における対応す

る事務・権限の見直しと同じ。］ 

経済産業部 － 振興開発計画の作成及び推進、経済の振興及び社会

の開発に関する施策に関する事務 

平成２３年度で終了する沖縄振興計画の見直しに当たっては、

分権的視点を持って取り組む。 

    経済産業省の経済産業局が所掌する業務 ［経済産業局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

開発建設部 振興開発計画の作成及び推進、経済の振興及び社会

の開発に関する施策に関する事務 

平成２３年度で終了する沖縄振興計画の見直しに当たっては、

分権的視点を持って取り組む。 

  二級河川の改良工事、維持又は修繕及び特定多目的

ダムの管理の実施 

平成２３年度で終了する沖縄振興特別措置法の見直しに当たっ

ては、直轄事業とし得る要件の明確化等、国の役割を検討する

ものとする。 

  

ダム事務所 

ダム統合管理事務所 

国道事務所 

港湾・空港整備事務所 

港湾事務所 

公園事務所 

国土交通省の地方整備局が所掌する業務 ［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

運輸部 陸運事務所 

運輸事務所 

振興開発計画の作成及び推進、経済の振興及び社会

の開発に関する施策に関する事務 

平成２３年度で終了する沖縄振興計画の見直しに当たっては、

分権的視点を持って取り組む。 

    国土交通省の地方運輸局が所掌する業務 ［地方運輸局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

 

（注）沖縄総合事務局の事務・権限については、上記の見直しを基本としつつ、沖縄の特殊事情に十分配慮するものとする。 



 

 - 2 - 

 

法務省 法務局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

民事行政部 地方法務局 司法書士試験の実施 

  地方法務局 土地家屋調査士試験の実施 

市場化テストの実施を検討する。 
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厚生労働省 地方厚生局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

総務課 － 国家試験の実施 

・医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、診療

放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、作業療

法士、視能訓練士、管理栄養士、薬剤師の国家試

験 

市場化テストの実施を検討する。 

健康福祉部

等 

－ 指定医療機関等の指定等 

・「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に

規定する指定医療機関の指定 

・「児童福祉法」に規定する指定療育機関の指定 

・「母子保健法」に規定する指定養育医療機関の指

定 

・「生活保護法」に規定する指定医療機関の指定 

・特定感染症医療機関からの報告徴収等 

児童福祉法や母子保健法、生活保護法に基づく指定養育医療機

関等に関する事務・権限は、都道府県等に移譲する。 

  － 養成施設等の指定、講習会の指定等 

・養成施設等の指定 

保健師、助産師、看護師、理学療法士、作業療法士、診療

放射線技師、臨床検査技師、視能訓練士、臨床工学技士、

義肢装具士、救急救命士、言語聴覚士、あん摩マッサージ

指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、歯科衛生士、歯

科技工士、保育士、社会福祉士、介護福祉士、児童福祉

司、児童福祉施設の職員、児童自立支援専門員、社会福祉

主事、精神保健福祉士、身体障害者福祉司、知的障害者福

祉司、栄養士、調理師、理容師、美容師、食鳥処理衛生管

理者、食品衛生管理者、食品衛生監視員、製菓衛生師 

・講習会の指定・登録 

食品衛生管理者資格認定講習会、食鳥処理衛生管理者資格

取得講習会 

都道府県知事資格とされている栄養士、調理師、製菓衛生師に

係る養成施設に関する事務・権限は、都道府県に移譲する方向

で検討する。 
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厚生労働省 地方厚生局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

健康福祉部

等 

－ 生活保護法に規定する保護施設等（都道府県立等）

の監督 

都道府県等に移譲する。 

  － 民生委員・児童委員の委嘱 民生委員の委嘱手続を簡略化する。その具体的な方策について

平成２０年度中に結論を得る。【第１次勧告関連事項】 

  － 健康増進法に基づく虚偽誇大広告等規制の勧告及び

命令 

一の都道府県内等にのみ事業所等がある者に対する勧告の権限

を、都道府県等に付与する。 
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厚生労働省 都道府県労働局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

総務部等 － 個別労働関係紛争の解決の促進に関すること（相

談、助言・指導、紛争調整委員会によるあっせんの

事務） 

都道府県の相談対応や紛争解決の取組みを促進するため、国と

都道府県等の労働相談・紛争解決関係機関の連携強化を図る。 

労働基準部 労働基準監督署 賃金その他の労働条件及び労働者生計費に関する統

計調査の実施 

・賃金構造基本統計調査 

民間委託の拡大等を進める。 

職業安定部

等 

－ 国以外の者が行う職業紹介事業、労働者の募集、労

働者供給事業及び労働者派遣事業の監督（地方自治

体が行う無料職業紹介事業の監督） 

地方自治体が行う無料職業紹介事業について、民間とは明確に

異なる公的性格を持つものであり、国に準ずるものとして法律

上位置づける。 

  公共職業安定所 

出張所 

職業安定法に基づき公共職業安定所が行う無料職業

紹介事業 

地方自治体が行う無料職業紹介事業については、民間とは明確

に異なる公的性格を持つものであり、国に準ずるものとして法

律上位置づける。 

また、同事業において必要となる国のシステム・端末を、地方

の職員が利用できるようにする。 

  公共職業安定所 

出張所 

雇用保険法に基づく雇用保険の適用・認定・給付等 雇用保険の適用・認定・給付等に係る業務のうち、雇用保険の

受給資格決定に必要な書類の受付などの窓口業務については、

地方自治体が自ら行う無料職業紹介の窓口においても実施でき

るようにする。 
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厚生労働省 中央労働委員会 

地方事務所 

  

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

地方調査官 － 中央労働委員会の地方における次の事務の整理 

・特定独立行政法人等に係る不当労働行為の審査及

びこれに関する調査に係る事務 

・特定独立行政法人等に係る労働争議のあっせん及

び調停並びにこれらに関する調査に係る事務 

特定独立行政法人の非公務員化による業務量の減少等を踏まえ

た上で、中央労働委員会事務局本局等に移管する。 
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農林水産省 地方農政局、 

北海道農政事務所 

  

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

消費・安全

部 

地方農政事務所 農林物資の品質に関する表示の適正化に係る立入検

査等 

一の都道府県内にのみ事業所等がある事業者に対する措置命令

の権限を、都道府県に移譲する。 

  地方農政事務所 食の安全及び消費者の信頼の確保に向けた情報提供

及び消費者との意見交換や消費者相談 

国の役割を、全国統一的に推進した方が効率的なもの又は地域

が行うことのできない、国の施策に関わるなど全国的視点に立

ったものに限定する。 

  地方農政事務所 食育の推進に関する事務（民間に対する広報啓発） 国の役割を、全国統一的に推進した方が効率的なもの又は地域

が行うことのできない全国的視点に立った先端的、モデル的な

ものに限定する。 

食糧部 地方農政事務所 主要食糧の需給及び価格の安定に関する事務 

・米穀の買入れ、売渡し等 

主要食糧業務を担う地方農政事務所食糧部・地方農政局食糧

部・本省食糧部の抜本改革を行う中で、業務の的確な執行を確

保する観点から、独法化も含め責任ある実施主体の業務として

再編成する方向で検討する。 

生産経営流

通部 

－ 園芸農産物、穀類、工芸農産物、畜産物、飲食料

品、飼料、油脂等の生産、流通及び消費の増進等に

関する事務（民間に対する調整） 

  － 園芸農産物、穀類、工芸農産物、畜産物、飲食料

品、飼料、油脂等の生産、流通及び消費の増進等に

関する事務（地方自治体による生産・流通対策等に

係る調整） 

地域が行うことのできない全国的視点に立って行うもの（以下

の①～④など）に限定する。 

① 需要に見合った食料供給力の強化に関するもの 

② 新技術の導入・確立の促進等を通じた先進的な経営体や産

地の育成に関するもの 

③ 県域を越えて広域に流通する農畜産物、飼料及び生産資材

に関するもの 

④ 国際的な課題への対応に関するもの 

 

 

－ 食品産業その他の所掌に係る事業の発達、改善及び

調整に関する事務（民間に対する広報啓発） 

国の役割を、全国統一的に推進した方が効率的なもの又は地域

が行うことのできない全国的視点に立った先端的、モデル的な

ものに限定する。 
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農林水産省 地方農政局、 

北海道農政事務所 

  

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

農村計画部 － 農業振興地域の整備に関する法律、優良田園住宅建

設促進法等に基づく地方自治体から国への協議等 

  － 農地の転用に関する事務 

次期通常国会に提出予定の農地政策関連法案において農地の総

量を確保する新たな仕組みを構築した上で、農地確保施策の実

施状況を踏まえ、第１次勧告で示された農地転用許可権限等の

移譲など、国と地方の役割分担の見直しを行う。 

【第１次勧告関連事項】 

 － 都市計画法に基づく国土交通大臣との調整 ［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと連動］ 

  － 直轄事業の実施や国有財産である国営造成施設の利

活用に必要な農業水利調整 

［土地改良事業等の実施に関する事務・権限の取扱いに連動］ 

  事務所・事業所 土地改良事業等の実施（直轄事業の調査、計画等） 

整備部 事務所・事業所 土地改良事業等の実施（直轄事業の実施） 

土地改良区等の受益者や施設管理者及び関係地方自治体の合意

を得た上で、直轄事業の対象施設の見直しについて検討するこ

ととする。 

統計部 地方農政事務所 

統計・情報センター 

農林水産業に関する統計調査の実施 

・牛乳乳製品統計調査 

・作物統計調査 

・海面漁業生産統計調査 

・木材統計調査 

・農業経営統計調査 

・農林業センサス（法定受託事務に係るものを除

く。） 

・漁業センサス（法定受託事務に係るものを除

く。） 等 

国の財政支出の基礎となる統計データについての中立・公平性

や全国統一性の担保及び必要な調査精度を維持していくための

専門性を有する人員の都道府県への移管についての条件を整え

つつ、都道府県に実査事務を移譲する方向で検討する。 
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農林水産省 林野庁森林管理局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

森林整備部 森林管理署、支署 国有林野の産物及び製品の販売 

  森林管理署、支署 国有林野の造林その他の森林の整備 

  森林管理署、支署 国有林野の森林病害虫の駆除及び予防その他の森林

の保護 

平成２２年４月に予定されている国有林野事業の一部独立行政

法人化を着実に実施する。 

  森林管理署、支署 森林治水事業の実施（民有林野） 

  森林管理署、支署 地すべり防止に関する事業の実施（民有林野） 

直轄事業の要件を明確化する。 
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経済産業省 経済産業局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

総務企画部 － 景気動向等に関する統計調査の実施 

・経済産業省生産動態統計調査（法定受託事務に係

るものを除く。） 

・経済産業省特定業種石油等消費統計調査 

・埋蔵鉱量統計調査 

・ガス事業生産動態統計調査 

民間委託の拡大等を進める。 

地域経済部 － 新規産業の環境整備に関する事務 

・産業クラスターの支援 

・ベンチャー支援事業 等 

国の役割を、地方が行うことのできない全国レベルの先端的な

モデル事業など全国的視点に立った事業に限定する。 

産業クラスターの「自律的発展期」（2011年～2020年）におけ

る支援について、期間の短縮を含め、国の役割を縮小する。

【第１次勧告関連事項】 

  － 商工会議所に係る許認可・監督に関する事務 商工会議所の定款変更等に係る国の権限について、規制緩和を

含めて見直しを行い、都道府県に移譲する。【第１次勧告関連

事項】 

産業部 － 中小企業の経営の向上、新たな事業の創出等に関す

る事務 

・ものづくり高度化支援に関連する事務 

・新連携支援に関する事務 

・中小企業の地域資源活用に関する事務 

・農商工連携に関する事務 等 

国の役割を、地方が行うことのできない全国レベルの先端的な

モデル事業など全国的視点に立った事業に限定する観点から、

新連携、農商工等連携推進法及び中小企業地域資源活用促進法

に関する補助金については、都道府県との密接な連携の下に執

行できる仕組みを構築するように見直しを行う。【第１次勧告

関連事項】 

  － 消費者取引の適正化に関する事務 

・特定商取法に基づく報告・立入検査等の事務 

・割賦販売法に基づく許可割賦販売業者、前払い式

特定取引業者に対する報告徴収・立入検査の事務 

等 

一の都道府県内にのみ事業所等があるクレジットカード業者に

対する報告徴収、立入検査の権限を、都道府県に付与する。 
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経済産業省 経済産業局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

産業部 － 消費生活の相談に関する事務 「消費者行政推進基本計画」において、地方の消費生活センタ

ー等を一元的な消費者相談窓口と位置付け、緊急時の対応や広

域的な問題への対処のために全国ネットワークを構築するとさ

れていることを踏まえつつ、地方自治体との連携を強化する。 

  － 消費生活用製品等の安全確保に関する事務 

・消費生活用製品安全法に基づく製造・輸入業者へ

の立入検査等の事務 

・電気用品安全法に基づく製造・輸入業者への立入

検査等の事務 等 

家庭用品の品質表示に関し、一の都道府県内にのみ事業所等が

ある製造業者等に対する報告徴収、立入検査の権限を、都道府

県に付与する。 

 － 工業用水道事業法の施行に関する事務 

・給水開始前の届出、事業休止 等 

自家用工業用水道布設の届出、届出事項の変更の届出、給水廃

止の届出及び給水に関する報告に係るものについては、都道府

県に移譲する。 

 － 計量士国家試験 

・願書配布、試験監督、会場確保 等 

市場化テストの実施を検討する。 

資源エネル

ギー環境部 

－ 各種リサイクル法の施行等リサイクルの推進 

・容器包装リサイクル法に基づく報告徴収、立入検

査 

・家電リサイクル法に基づく報告徴収、立入検査 

一の都道府県内等にのみ事務所等がある小売業者に対する家電

リサイクル法上の報告徴収、立入検査の権限を、都道府県等に

付与する。 

  － エネルギーの使用合理化に関する事務 

・省エネ法に基づく指導助言、報告の徴収 等 

平成２２年４月からの改正法施行後の状況を踏まえつつ、一の

都道府県内で完結する事業者に関する事務・権限を、都道府県

に付与することとし、その詳細を検討する。 
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国土交通省 地方整備局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

企画部 河川国道事務所等 公共事業間の調整（直轄事業に係るもの） 

  － 公共事業間の調整（直轄事業と関係する地方自治体

事業に係るもの） 

  河川国道事務所等 事業評価及び費用の縮減に関する事務（直轄事業に

係るもの） 

  － 事業評価及び費用の縮減に関する事務（地方自治体

事業に係るもの） 

  河川国道事務所等 技術的審査、検査及び調査（直轄事業に係るもの） 

  河川国道事務所等 入札及び契約制度の技術的事項に関する事務（直轄

事業に係るもの） 

  河川国道事務所等（営

繕事務所を除く） 

積算基準に関する事務（直轄事業に係るもの） 

  河川国道事務所等 建設機械類・電気通信施設・情報システムの整備及

び運用等に関する事務（直轄事業に係るもの） 

［直轄事業の取扱いに連動］ 

建政部 

  

－ 都市計画及び都市計画事業等に関する事務（地方自

治体の都市計画の同意等） 

・都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

・区域区分 等 

都市計画制度の抜本的な見直しに当たっては、国の利害や都道

府県による広域の見地からの調整に留意しつつ、地域の実情に

通じた基礎自治体が自らの責任と判断で都市計画決定を行うと

の観点から、三大都市圏等の都市計画に関する都道府県の国へ

の協議・同意を始めとする各種の国への協議・同意の廃止・縮

小等を進める方向で検討を行い、平成２１年度を目途に実施す

る。【第１次勧告関連事項】 
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国土交通省 地方整備局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

建政部 公園事務所 

河川事務所 

管理所 

国営公園の整備及び管理に関する事務（直轄公共事

業） 

都市公園法第２条第１項第２号に規定するイ号公園のうち、少

なくとも一の都道府県で完結する、整備が概成した公園の管理

に関する権限については、都道府県と調整の上で移管する。 

  公園事務所 

河川事務所 

管理所 

国営公園の整備及び管理に関する事務（占用・行為

許可等） 

［上記事務・権限の取扱いに連動］ 

 － 住宅整備事業（地方自治体の公営住宅の整備に関す

る指導・監督等） 

公営住宅については、入居者資格要件を緩和するとともに、整

備基準について国は標準を示すにとどめ、具体的な基準は地方

自治体が地域ごとに条例により独自に決定し得ることとする。

【第１次勧告関連事項】 

河川部 河川国道事務所等（国

道事務所、公園事務

所、営繕事務所を除

く） 

河川等に係る整備等に関する計画、工事及び管理の

実施 

第１次勧告で提言を行った一級河川の地方への移管について、

関係都道府県との個別協議の対象をできるだけ広げて協議を進

め、早急に結論を得る。【第１次勧告関連事項】 

  河川国道事務所等 

（国道事務所、公園事

務所、営繕事務所、技

術事務所を除く） 

河川等の利用、保全に関する許認可等 ［上記事務・権限の取扱いに連動］ 

  河川国道事務所等（国

道事務所、公園事務

所、営繕事務所を除

く） 

砂防等に係る整備等に関する計画、工事及び管理の

実施 

直轄事業の要件を明確化する。 
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国土交通省 地方整備局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

道路部 河川国道事務所 

砂防国道事務所 

復興事務所 

国道事務所 

直轄国道の整備及び保全に関する計画並びに工事の

実施 

第１次勧告で提言を行った直轄国道の地方への移管について、

人口３０万人未満の都市を連絡する区間を含め、関係都道府県

との個別協議を進め、早急に結論を得る。 

なお、上記のほか、整備が概成した直轄国道をはじめ、都道府

県から要望があった区間についても、地方への移管に係る個別

協議の対象とするものとする。 

【第１次勧告関連事項】 

  河川国道事務所 

砂防国道事務所 

国道事務所 

直轄国道の管理に関する許認可等 ［上記事務・権限の取扱いに連動］ 

  － 地方自治体が実施する指定区間外の一般国道、都府

県道及び市町村道の整備及び保全に関する事務（指

導・監督等） 

都道府県道の認定、変更及び廃止に係る国との協議を廃止す

る。【第１次勧告関連事項】 

港湾空港部 港湾事務所等（空港整

備事務所を除く） 

港湾等の整備及び保全に関する計画並びに工事等に

関する事務 

直轄事業の不断の見直しを進めるため、国際・国内海上輸送網

の拠点として必要な港湾施設を限定する観点から、その全国的

な配置のあり方をより明確化することとし、早急に詳細を検討

の上、遅くとも平成２２年度中に結論を得る。 

 港湾事務所等（空港整

備事務所を除く） 

港湾の管理等に関する許認可・監督に関する事務 重要港湾の港湾管理者が定める港湾計画に係る国の審査、公有

水面埋立に係る認可・協議等の国の関与を縮小する方向で検討

し、平成２０年度中に結論を得る。【第１次勧告関連事項】 

用地部 河川国道事務所等（営

繕事務所、技術事務

所、調査事務所、広域

ダム管理事務所、管理

所を除く）            

直轄事業に係る土地等の収用、使用、買収及び寄附

並びにこれらに伴う地上物件の移転及び損失補償に

関する事務 

［直轄事業の取扱いに連動］ 
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国土交通省 北海道開発局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

開発監理部 開発建設部 直轄事業に係る土地等の収用、使用、買収及び寄附

並びにこれらに伴う地上物件の移転及び損失補償に

関する事務 

［直轄事業の取扱いに連動］ 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

  － 北海道の開発に関する総合的な政策に係る計画の調

査及び調整、その他当該計画の推進 

北海道総合開発計画の策定からおおむね５年後の総合的な点

検、必要に応じた見直し等に当たっては、分権的視点を持って

取り組む。 

  開発建設部 事業評価に関する事務（直轄事業に係るもの） 

  － 事業評価に関する事務（地方自治体事業に係るも

の） 

［直轄事業の取扱いに連動］ 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

事業振興部 － 都市計画及び都市計画事業等に関する事務（地方自

治体の都市計画の同意等） 

・都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

・区域区分 等 

都市計画制度の抜本的な見直しに当たっては、国の利害や都道

府県による広域の見地からの調整に留意しつつ、地域の実情に

通じた基礎自治体が自らの責任と判断で都市計画決定を行うと

の観点から、三大都市圏等の都市計画に関する都道府県の国へ

の協議・同意を始めとする各種の国への協議・同意の廃止・縮

小等を進める方向で検討を行い、平成２１年度を目途に実施す

る。【第１次勧告関連事項】 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

  開発建設部 国営公園の整備及び管理に関する事務（直轄公共事

業） 

都市公園法第２条第１項第２号に規定するイ号公園のうち、少

なくとも一の都道府県で完結する、整備が概成した公園の管理

に関する権限については、都道府県と調整の上で移管する。 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

  開発建設部 国営公園の整備及び管理に関する事務（占用・行為

許可等） 

［上記事務・権限の取扱いに連動］ 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 
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国土交通省 北海道開発局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

事業振興部 － 住宅整備事業（地方自治体の公営住宅の整備に関す

る指導・監督等） 

公営住宅については、入居者資格要件を緩和するとともに、整

備基準について国は標準を示すにとどめ、具体的な基準は地方

自治体が地域ごとに条例により独自に決定し得ることとする。

【第１次勧告関連事項】 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

  開発建設部 入札及び契約制度の技術的事項に関する事務（直轄

事業に係るもの） 

 開発建設部 技術的審査、検査及び調査（直轄事業に係るもの） 

  開発建設部 積算基準に関する事務（直轄事業に係るもの） 

  開発建設部 公共工事の費用の縮減に関する事務（直轄事業に係

るもの） 

  開発建設部 公共工事の費用の縮減に関する事務（地方自治体事

業に係るもの） 

  開発建設部 建設機械類・電気通信施設・情報システムの整備及

び運用等に関する事務（直轄事業に係るもの） 

［直轄事業の取扱いに連動］ 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 
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国土交通省 北海道開発局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

建設部 開発建設部 河川等に係る整備等に関する計画、工事及び管理の

実施 

第１次勧告で提言を行った一級河川の地方への移管について、

関係都道府県との個別協議の対象をできるだけ広げて協議を進

め、早急に結論を得る。【第１次勧告関連事項】 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

  開発建設部 指定河川に係る整備等に関する計画、工事及び管理

の実施 

道州制特区制度による取組みを着実に推進し、道の役割を拡大

する。 

  開発建設部 河川等の利用、保全に関する許認可等 ［河川等に係る整備等に関する計画、工事及び管理の実施に関

する事務・権限の取扱いに連動］ 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

  開発建設部 砂防等に係る整備等に関する計画、工事及び管理の

実施 

直轄事業の要件を明確化する。 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

 開発建設部 直轄国道の整備及び保全に関する計画並びに工事の

実施 

第１次勧告で提言を行った直轄国道の地方への移管について、

人口３０万人未満の都市を連絡する区間を含め、関係都道府県

との個別協議を進め、早急に結論を得る。 

なお、上記のほか、整備が概成した直轄国道をはじめ、都道府

県から要望があった区間についても、地方への移管に係る個別

協議の対象とするものとする。 

【第１次勧告関連事項】 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

  開発建設部 開発道路の整備及び保全に関する計画並びに工事の

実施 

道州制特区制度による取組みを着実に推進し、道の役割を拡大

する。 
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国土交通省 北海道開発局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

建設部 開発建設部 直轄国道の管理に関する許認可等 ［直轄国道の整備及び保全に関する計画並びに工事の実施に関

する事務・権限の取扱いに連動］ 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

 － 道道及び市町村道の整備及び保全に関する事務（指

導・監督等） 

都道府県道の認定、変更及び廃止に係る国との協議を廃止す

る。【第１次勧告関連事項】 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

港湾空港部 

 

開発建設部 港湾等の整備及び保全に関する計画並びに工事等に

関する事務 

直轄事業の不断の見直しを進めるため、国際・国内海上輸送網

の拠点として必要な港湾施設を限定する観点から、その全国的

な配置のあり方をより明確化することとし、早急に詳細を検討

の上、遅くとも平成２２年度中に結論を得る。 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

 開発建設部 港湾の管理等に関する許認可・監督に関する事務 重要港湾の港湾管理者が定める港湾計画に係る国の審査、公有

水面埋立に係る認可・協議等の国の関与を縮小する方向で検討

し、平成２０年度中に結論を得る。【第１次勧告関連事項】 

［地方整備局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 

農業水産部 開発建設部 土地改良事業等の実施（直轄事業の調査、計画等） 

 開発建設部 土地改良事業等の実施（直轄事業の実施） 

土地改良区等の受益者や施設管理者及び関係地方自治体の合意

を得た上で、直轄事業の対象施設の見直しについて検討するこ

ととする。 

［地方農政局における対応する事務・権限の見直しと同じ。］ 
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国土交通省 地方運輸局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

企画観光部 － 観光振興等 

・民間に関する助成 

・国際観光振興 

・地域に対するコンサルティング 等 

 

都道府県が定める外客来訪促進計画の策定・変更（税制特例に

関する事項等を除く。）に係る国との同意を要する協議を廃止

し、通知とする。 

また、地域の観光振興に関する国の役割は、国際観光振興の観

点から、地域が行うことのできない全国的視点に立った先端

的、モデル的な取組みなどに限定する。 

【第１次勧告関連事項】 

鉄道部 － 統計調査の実施 

・鉄道車両等生産動態統計調査 

民間委託の拡大等を進める。 

自動車交通

部等 

運輸支局 旅客自動車運送事業の許認可等 

・バス事業 

・タクシー事業 

自家用有償旅客運送及び自動車運転代行業に関する事務・権限

を都道府県に移譲する。 

また、一の都道府県内で完結する自動車道事業に関する事務・

権限を都道府県に移譲する。 

自動車技術

安全部 

運輸支局 

自動車検査登録事務所 

自動車の登録・自動車抵当 自動車の登録について、登録基準の適合性審査に係る調査・確

認事務を自動車検査独立行政法人に移管する。 

海事振興部 運輸支局 

海事事務所 

統計調査の実施 

・造船造機統計調査 

・船員労働統計調査 

・内航船舶輸送統計調査 

民間委託の拡大等を進める。 

  － 海事代理士試験の実施 

海上安全環

境部 

－ 海技士試験等の実施 

市場化テストの実施を検討する。 

－ 運輸支局 統計調査の実施 

・自動車輸送統計調査 

民間委託の拡大等を進める。 
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国土交通省 地方航空局   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

保安部 － 航空従事者技能証明に係る試験の実施 

・技能証明試験 

・計器飛行証明試験 

・操縦教育証明試験 

・航空英語能力証明試験 

・運航管理者技能検定 

市場化テストの実施を検討する。 
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環境省 地方環境事務所   

本局等の 

内部組織 
関係する下部機関 事務・権限 見直しの内容 

廃棄物・リ

サイクル対

策課 

－ 個別リサイクル法に基づく報告徴収・立入検査等に

関する事務 

・容器包装リサイクル法 

・家電リサイクル法  

一の都道府県内等にのみ事務所等がある小売業者に対する家電

リサイクル法上の報告徴収、立入検査の権限を、都道府県等に

付与する。 

  － 循環型社会形成推進交付金 

・「循環型社会形成推進協議会」への参加 

循環型社会形成推進地域計画作成にあたっての協議会の設置の

義務付けを廃止するとともに、交付手続を簡素化する。これら

の措置を平成２１年度から実施する。【第１次勧告関連事項】 

環境対策課 － 環境教育・環境保全活動の推進 国の役割を、全国統一的に推進した方が効率的なもの又は地域

が行うことのできない全国的視点に立った先端的、モデル的な

ものに限定する。 

  － 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に基

づく技術基準適合命令並びに特定特殊自動車の使用

者に対する報告徴収及び立入検査に関する事務 

法施行の状況を踏まえつつ、特定特殊自動車の使用者に対する

権限を都道府県に付与することとし、平成２３年度中を目途に

その詳細を検討し、結論を得る。 

  － 土壌汚染対策法に基づく指定調査機関の指定、監督 一の都道府県内で調査を行う指定調査機関に係るものは、都道

府県に移譲する。 

 




